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1．はじめに

　近年，特にプラザ合意以後，東アジア諸国の経済発展がめざましい。97年の

通貨危機の影響もあり，一時的にその発展は失速した川が，予想よりはるかに

早い回復ぶりを見せている・「先進国クラブ」であるOECD入りを果たした韓

国を筆頭とするアジアNIE・（韓国，台湾，香港，シンガポール）に続き，

ASEAN4（タイ，マレーシア，インドネシア，フィリピン），そして中国，ヴェ

トナムヘと発展の広がりをみせているこの地域は，「世界の成長センター」（世

界銀行）とまで称された。世界銀行は『東アジアの奇跡』（1993）で，日本，

韓国，台湾，香港，シンガポール，マレーシア，タイ，インドネシアをHPAEs

（Hig㌧performingAsian　E・onomies）と呼び，また，OECDはアジアNIEsにタイ・

マレーシアを加えてDAE（Dyn日mi．A．i丑nE．onomi。。）と呼び，その発展に注

目している。

　東アジアの経済発展がこれほどまでに注目されるようになったのは，

ASEAN4，中でも先発のマレーシア，タイがNIE・に続いて急速に輸出工業化

したことをうけている。両国は第2次NIEs（2nd－d．f　NIEs），あるいは後発NIEs

（L・t・Com…）と呼ばれる。東アジアにおける日本，NIES，ASEAN，中国，

ベトナムと続く経済発展を，それぞれの国を雁に見立て，これを「雁行形態」

的伝播一三＝と見なし，直接投資を契機とした輸出工業化発展の国際的伝播とみな

す見解は広く浸透し，「通商自書」等においても散見される。「雁行形態」的伝

播において，NIE・とASEANが違うのは基本的に発展の時期だけであり，直接

投資を契機とする，輸出工業化というパターンがアジアで一般的になり，後発

の国に次々と伝播していくものとして捉えられている。たしかに，東アジアの

経済成長は輸出工業化により実現している。そしてその輸出工業化を促した経
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済主体は先進国の多国籍企業に他ならない。よって多国籍企業のこの地域への

直接投資の実態を考察することは東アジアの成長発展を語る上で欠かせない作

業である。

　本稿の目的は，先発ASEAN（マレーシア，タイ）の輸出工業化をどのよう

に捉えるべきか，はたしてNIEs化みなせるかどうかを，プラザ合意後のマレー

シアのエレクトロニクス産業における日系企業の投資を中心に考察し，その輸

出工業化の問題点を検証することであ孔エレクトロニクス産業は，プラザ合

意後の日本の対東アジア投資において最もシェアの高い産業であり，なおかつ

典型的な輸出志向産業という特質を有している。なお，本稿では特に断りがな

い限り，ASEANとはASEAN4を指し，シンガポールを含んでいない。また

ASEANと対比するNIE。に関しては，韓国と台湾（極東NIE。）を想定している。

シンガポールは都市国家であり，香港は特別区であり，規模が小さく，中継貿

易港としての機能がある特殊な地域であり，マレーシアやタイの工業化と比較

することは困難であると思われるからである。

2．プラザ合意（1985年）以前のマレーシアの外資，

　　貿易政策と直接投資

　2　1　プラザ合意以前の政策

　マレーシアヘの日系企業進出を考察する前に，投資する日本の事情と，それ

を受け入れたマレーシアの事情を，マレーシアの外資政策を中心に考察してお

しつ。

　概して，エ985年まで，ASEANに対する日本の投資は資源確保を目的とする

ものに集中していた。ASEANにおける日本の直接投資の5割近くが資源関連

プロジェクトに集中し，それゆえインドネシア関連が多かった旧コ。したがって

85年までの日本の最大の投資先はインドネシアであった。製造業における投資

額は85年以降の投資ラッシュと比べると，かなり小額なものに留まった。それ

でも，85年までに多くの日系企業がエレクトロニクス産業を代表にマレーシア

に進出している。

　資源関連プロジェクト以外では，日本の投資は，ASEAN諸国の消費財にお

ける輸入代替工業化という政策に合わせて，各国の国内資本の育成を補助する

という役割を期待され，合弁形態での参入という形をとった。輸出志向型の投
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資は一部シンガポールとマレーシアに行われたが，輸出志向型投資はこの時期

ASEANよりNIEsが好まれた。

　60年代にマ．レーシアに進出した外資系企業も基本的に輸入代替生産を目的と

した自動車メーカー，家電メーカーが代表的で，現地資本との合弁会杜も多い。

この時期に進出した大手家電メーカーは，現地資本との合弁で現在でも国内向

け製品の生産を行っており，その後に自由貿易地域（F…　T・・d・Zon・：PTZ）

に輸出目的のために設立した大型企業と役割分担している。役割分担というよ

り，輸入代替を目的に参入した企業では内資との合弁という制約もあって，技

術力が未熟で，輸出製品を生産する能力に欠けるというのが実情であった。

　70年代は，71年に台湾を見習ってFTZを導入し，半導体産業の投資が集中し，

特に米系企業の進出が多かった。また，保税工場制度（Li。。n。。d　Mmuf。。tu．ing

W鮒・hou・・：LMW）も制定され，pTZに工場を設立しなくても，町Zと同じよ

うな税制上の優遇策が受けられるようにし，積極的に外資を誘致した。日系企

業も大手半導体メーカーが進出する一方，オーディオなどの民生用電子の分野

でも輸出を目的とした投資が多かった。

　しかし，同時に，1970年代はブミプトラ（マレー系）を優先する国内事情の

ため，新経済政策（N．w　E．onomi．p．H．y：NEp）がとられた時期である。NEP

の下で，マレー系資本の比率を拡大するために製造業に関してライセンス取得

を義務づける工業調整法（Indu．tωCoo。出n量d．n　A．t：ICA）が制定され，出

資比率，雇用比率についてブミプトラ化の計画を提出させるようにしれ外国

企業に対しては，輸出比率や部品の現地調達の状況により出資比率を示したガ

イドラインも用意されたω。

　マレーシアには主にマレー人（ブミプトラー約6割）と華人（約3割），イ

ンド系その他（約1割）が住んでいるが，69年に発生した人種暴動の一因となっ

た両民族の所得格差是正のために，NEPがとられた。NEPにより，マレー人の

低所得層を農村から都市に移住させ，近代セクターである工業に従事させ，知

識と技術を習得させようとし．た。「貧困の撲滅」を大義名分としながら，華人

による経済支配の打破と，マレー人の経済的地位向上を狙ったものであった。

NEPの核心は，人種別出資比率（マレー人3，非マレー人4，外資3）と人種

別雇用比率（マレー人55％，華人系35％，その他10％）の2つの数値設定であっ

た。このうち，特に前者すなわち人種別出資比率が外資流入の大きな足かせと
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なっていたのである耐。

　NEPは，マレー系優先，華人系企業を抑制したことから，結果として，地場

系企業の質・量両面における未成熟という現在の製造業におけるボトルネック

を生み出したと指摘されている。工業調整法施行後は，外資，華人系企業の投

資件数が70年代中盤から後半にかけて落ち込んだため，68年の投資奨励法を度々

改正し，外資出資比率3割という規定を，輸出志向企業に限っては例外的に適

用しないなどの弾力的な措置がとられた。投資奨励法の改定は，86年の投資促

進法に引き継がれるまで，実に十数回の改定を経たといわれる㈲。国内のブミ

プトラ優先という問題と，外資誘致促進という二つの課題に揺れて，この時期

の政策は「煮え切らなかった」という言葉が一番ふさわしい。つまり外資の流

入に対して，ブミプトラ優遇という国内事情も絡んで，曖昧な態度をとり続け

だということである。

　しかし，マレーシアでは地場系の有力な企業が存在しなかったため，古くか

ら外資の導入は重要だとみなされてきたことは事実である。実際，1968年の投

資奨励法はかなり外資に対して寛大なものであった。法人税の免除，投資税の

延払い，輸出引当金，再投資引当金，加速度償却，課税所得からの輸出促進費

用の二重控除がインセンティブとして盛り込まれた。また，71年には自由貿易

区法を制定し，原材料や部品の輸入，完成品の輸出に伴う通関手続きを簡略化

できるFTZを設置して，LMWと併せて輸出志向の外資を積極的に誘致してき

た。

　にもかかわらず，先述したように，これらの外資優遇措置は70年～90年の新

経済政策（NEp）のもとで75年に制定された工業調整法により，無効化されて

いたか，あるいはその有効性を大幅に滅じられてきた川。工業調整法では，工

業部門における，ブミプトラ系の資本比率を3割としたため，名目上は外資g

出資比率規制され，外資受け入れの足椥となってしまったのである。これによっ

て，一 O資は合弁形態でしか現地に参入できないこととなり，マレーシアヘの参

入は難しいと考えられるようになった・しかし，実際には町Zに進出する企業

には100％出資を認めていたケースも多い岨㌧

　80年代初頭にはFTZへの積極的な誘致もあり，外資の参入は一時的に増加し

たが，84年からは対内直接投資は激減し，マレーシアでは外資流入をもたらす

新しい政策を打ち出す時期にきていれ公にはNEPによる人種別出資比率があっ
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たため，NEpがこの時期の外資流入を阻害した元凶のように指摘されることが

多いが，前述したようにFTZ進出企業にはその規制は事実上棚上げされてきた

のであるから，必ずしもNEPだけが投資を抑制していた要因とは言えないであ

ろう旧＝。

　2．2　外資政策の一大転換とその背景

　85年，9月のプラザ合意による円高誘導策，NIE・通貨の切り上げは，マレー

シアの外資政策を激変させた。すでに，NIEsは経済発展の進展により所得が

上昇し，日系企業にとって，労働コストの面では有利な投資先ではなくなりっ

つあった。最初に日系企業が進出ラッシュをかけたのはタイであった。マレー

シアはこれに触発され，86年ユO月1日，ニューヨークでの国連総会出席の途中，

マハティール首相が世界に向けて，これまでのNEpによる外資規制の大幅な緩

和を発表した。その内容は，次の二つの条件のどちらかを満たす場合に，外資

に100％出資による参入を許可するものである。一つは，自社で製造する製品

の80％を輸出する場合，二つは，ブミプトラの常用雇用者350人以上で，製品

を50％しか輸出しない場合でも，国内向けの製品が国内の地場系企業の製品と

競合しない場合であるu皿。つまり，輸出と雇用の創出に貢献すれば，完全子会

社でも構わないという内容である。これは緩和というより，ブミプトラ資本参

加率に関する量的目標設定を控えた点で，事実上，NEPの棚上げといってよい。

　86年の投資促進法は68年の投資奨励法での外資に対するインセンティブ供与

を受け継いただけでなく，倉庫や貯蔵施設の設置に伴う資本支出に対する減税，

関税の割戻し，輸入・消費関税，売上税の控除，品質や価格面で地場系企業の

代替製品がない場合の原材料や中間財の輸入税の免除が盛り込まれた。また，

89年には法人税率が40％から35％へと引き下げられ，開発税も90年以降！％ず

つ引き下げられ，対内直接投資に対する追い風となっ㍍

　この政策の転換後に，かつてない大規模な外資の受入に成功するのであるが，

この政策転換こそが86年以後の外資流入をもたらした大きな一因であったと見

なすことには必ずしも賛同できない。というのはマレーシアには他に選択肢が

なかったと思われるからである。

　ここで，80年代のマレーシアが置かれていた経済状況を概観してみよう。80

年代初期に，先進国の経済成長率は第2次石油危機の影響から鈍化した。欧米
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諸国は慢性的な貿易赤字と高失業率に直面していた。こうした状況から欧米諸

国では保護主義が台頭し，それは，世界貿易の減少を引き起こした。同じ時期

に一次産品の過乗1」供給は，世界市場で商品価格を引き下げた。特に84年以後の

石油価格の下落がマレーシアやインドネシアにとっては深刻な痛手となった。

マレーシアではそれまでの貿易黒字が赤字に転落し，成長率は鈍化し，85年に

は建国以来のマイナス成長に陥っている。全てのASEAN諸国の政府収入は，

輸出入取引に課される税金に大きく依存していたため，貿易の縮小は政府収人

にとっても大きな痛手となった。こうした貿易赤字と財政赤字の埋め合わせと

して外国からの借り入れを70年代から行っていたが，85年以後の円高は，円建

て債務が多かったマレーシア及びその他のASEAN諸国の債務を一気に膨張さ

せた。マレーシアの総対外債務は対GDP比で，85年は62％，86年には77％ま

でふくらんだ。このような不況は，工業における，国家資本中心の国内資本1…

よる経営の不効率を浮きだたせ，当面の不況から逃れるために，新しい効率的

な資本を必要としていたのである。もはや外資に輸出工業化の道を託す以外に

道がないほど，マレーシアは追い込まれていたといえが。

　このようなマレーシアの国内事情と，貿易摩擦回避と，円高によりNIE。以

上に低廉な労働を有する生産立地を確保することが急務であった日系企業の事

情が重なって，マレーシアヘの投資ラッシュが起こったのである。マレーシア

のエコノミストはこれを「歴史的日本機会Hi・to・i・J・p且n　opPo・t㎜i㌻」と呼んだ。

　しかし，マハティール首相にとっては苦渋の決断であっ㍍なぜなら「ルッ

ク・イースト政策」で，経済発展のモデルとされる日本と韓国の輸出工業化は，

外資に依存しない自立的工業化だからである（韓国に関しては異論もある）。

つまり，国内資本の成長を待って，国内資本が輸出競争力を身につける工業化

である。しかし，マレーシアは国内資本が思うように成長せず，累積債務解消

という課題もあり，輸出工業化の主な担い手として外資を選択せざるをえなかっ

た。

　結局，マレーシァヘの外資の急流入の原因は，マレーシア側の優れた外資政

策によってもたらされたというより，日本及びNIE。の製造業がプラザ合意後

におかれた国際状況によって引き起こされた側面が強いと思われる。つまり，

マレーシア側の外資緩和政策を内部要因，外資の置かれた状況を外部要因とす

るなら，後者の方が強いのではないかということである。なぜならNEPのもと
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で，輸出志向の外資には事実上規制緩和前と同じような特権が与えれていたに

もかか一わらず，外資流入が停滞したという事実があるからだ。また，68年の投

資奨励法でも，すでに86年の投資促進法での外資へのインセンティブのかなり

の部分が盛り込まれていたが，外資の流入はそれほどでは増えなかったという

事実もあ乱つまるところ，途上国が直接投資を受け入れられるかどうかは，

その時々の多国籍企業の置かれた国際情勢に合わせた戦略次第ということであ

る。外資主導の工業化を導入する際，イニシアティブは途上国側になく，外資

の手にあり，今後投資の自由化が進めば，その傾向は一層鮮明になるものと思

われる。

3．ASEANへの日系企業の直接投資動向

　3．1　東アジアヘの投資概観一ASEANの台頭

　大蔵省届出直接投資額（製造業）をみると，88年度からアジアヘの直接投資

はかって無い急増ぶりを示している。北米が88年度の67％からシェアを下げ続

け，94年に35％となるが，同期間のアジアでは17％から38％へとシェアを上昇

させ，最大の投資先となってい札95年度には額にして80億ドル，シェアにお

いても43％を占め，額にしてもシェアにしても最高値を言己録している＝1盟。

図1　ASEAN4への日本の直接投資
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　アジア内では，87年度からASEAN4への投資が急増し，NIE。に肉薄し，88

年以降は完全に逆転し，軒並みNIE・の2～3倍の投資を受け入れており，ア

ジア内における投資先としてのNIE。の相対的地位低下と同時にASEAN4の地

位上昇がはっきり見てとれる（図1）。ASEAN4はアジアでの最大の投資先で

あり，アジア内でのシェアを上昇させ，90，9ユ年にはアジア投資の66％を受け

入れている。ASEAN4の中でも，マレーシア，タイの先発組みが占めるシェ

アが高く，両国の総計では，88年には71％，89年には8ユ％のシェアをASEAN4

内で占めている。このように，80年代後半から90年代前半は投資先としてASE

AN4，特に先発のマレーシア，タイが台頭した時期である。なおそれ以降の，

ASEAN4内でのシェアの変化，及び，新しい投資先としての中国，ベトナム

の台頭は後に考察する。

　3．2　マレーシアヘの直接投資

　表1はマレーシアの製造業投資であるが，外資のプレゼンスが国内投資に占

める割合はとても高いものになっている。第2次投資ブームであった82年を過

ぎると，83年には前年比マイナス6王％と大幅に落ち込み，外資のシェアは81年

当時の半分以下の16．9％も落ち込んだ。85年プラザ合意にて，円及び，NIE。の

通貨の切り上げが決定し，さらには86年のマハティール首相による外資規制緩

和が発表されると，外資はマレーシアに雪崩のごとく進出し，86年には76％増

で過去最高額を言己録した82年を上回る16億二千6百万リンギを言己録した。さら

に88年には，前年比137％増という記録的な伸びを示している。90年まで大幅

な増加を続けてから，92年まではほぼ横ばいながら，金額の上では，92年には

現在までの最高額177億7千2百万リンギを記録している。この数字はプラザ

合意前にマレーシアが記録した過去最高額である82年の金額の10倍を超えてい

る。この聞製造業の全国内投資に占める対内直接投資の割合も急上昇し，87年

に50％を超えると，89年には何と70％を言己録している。93年には外資の投資額

は前年比マイナス65％を記録し，その後は増減を繰り一 ﾔしているが，その間も

外資のシェアは引き続き40％台を超える高水準を記録し，99年にはアメリカの

大型投資もあり，再び外資のシェアは72％と，高水準だった89年の70％を上回っ

ている。マレーシア製造業においては，投資ラッシュが一段落した後も内資の

シェアはあまり上がらず，外資頼みの構造が浮き彫りとなっている。
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　続いて，本格的に外資が急流入し始めた，88年からの上位5カ国の順位と投

資シェアを表2で見てみよう。国別では，投資がもっとも盛んだった88年から

92年の5年間で日本は3度首位にたち，95年にも首位であり，シェアは15％か

ら30％で推移している。台湾，シンガポールのN1E・諸国のシェアも高い。台

湾は90年には首位にたち，総投資の36％ものシェアを占めている。また，シン

ガポールも再び投資が活発化した96年に首位にたっている。この投資ラッシュ

の問，日本とNJE・で外資の60％から80％強を占めてい孔特に前年比ユ04％増

という言己録的な外資の伸びを記録した90年には，上位5カ国を全てアジア勢が

占め，この5カ国だけで，75％強を占めている。一方で，その問，92年を除け

ば，アメリカの相対的地位は低下傾向にあることから，マレーシアにおける80

年代後半から92年までの投資ラッシュにおける主役は，日本及びNIE。のアジ

ア勢であったことがわかる。特に日本のプレゼンスは大きく，この間の累計で

もトップを占めている。マレーシアヘの最大の投資国は日本であった。

妻1　マレーシア対内直接投資認可動向

外資 内資 言十

国内投資に占め
驫O資の止ヒ率
i％）

1980 729．5 1373．3 2102．8 34．7％
1981 1309．3 3139．1 4448．4 29．4％
1982 1626．6 3808．2 5434．8 29．9％
1983 629．1 1729．0 2358．1 2617％
1984 718．0 3083．1 3801．1 18．9％
1985 959．2 4727．6 5686．8 16．9％
1986 1687．2 3475．3 5162．5 32．7％
1987 2060．6 1873．9 3934．5 52．4％
1988 4878．0 4215．9 9093．9 53．6％
1989 8652．7 3562．7 12215．4 70．8％
1990 17629．1 10539．0 28168．1 62．6％
1991 17055．3 13763．1 30818．4 55．3％
1992 17772．1 10003．0 27775．1 64．0％
1993 6287．2 7464．5 13751．7 45．7％
1994 11339．1 11612．2 22951．3 49．4％
1995 9143．6 11725．5 20869．1 43．8％
1996 17056．5 17201．2 34257．7 49．8％
1997 11472．9 14347．7 25820．6 44．4％
1998 13063．5 13288．9 26352．4 49．6％
1999 12273．8 4746．9 17020．7 72．1％

単位＝百万リンギ
各金額は払込資本金十ローン
MlDA資料より作成



妻2　投資上位5カ国の推移

1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

　1位

且相z

Vェア

日本

P221，9

Q5－O％

日本

Q610，3

R0．2％

台演

U339，1

R6．O％

日木

R705，9

Q1．7％

フランス

@　4066

@　22．9％

アメリカ

@1757，7

@28．O％

台湾

Q874，3

Q5．3％

日本

Q096，3

Q2．9％

シンガポール

@　4765，5

@　　27．9％

アメリカ

@　2397

@20．9％

アメリカ

@6433，3

@49．2％

アメリカ

@5158，9

@42，0％

　2位

且相z

Vェア

台湾

W29，9

P7．O％

台湾

Q159，9

Q5．O％

日本

S212，5

Q4．1％

台湾

R607，1

Q1，1％

アメリカ

@3298，7

@18．6％

日本

P661，2

Q6．4％

日本

P765，2

P5．6％

アメリカ

@1801，6

@19．7％

日本

S007，3

Q7．O％

日本

Q164，2

P8．9％

日本

P867，9

P4．3％

日本

P006．1

@8．2％

　3位

且相z

Vェア

アメリカ

@535，2

@11．o％

シシガポール

@　　914，7

@　　10．6％

インドネシア

@　1083．2

@　　6．1％

韓国

P818．τ

P0．7％

日本

Q684，3

P5，1％

台沽

W94，2

P4．2％

アメリカ

@1253，2

@11．1％

台湾

P442，2

P5．8％

アメリカ

@2893，2

@17．O％

ドイツ

P810．フ

P5．8％

台湾

P000．8

@7．了％

パキスタン

@　　983

@　　8．O％

　4位

且相z

Vェアー

フランス

@　524，7

@　10．8％

イギリス

@　764
@　8．8％

シンガポール

@　　895．3

@　　5．8％一

アメリカ

@1η8，3

@10．4％

豪州

Q125，6

P2．O％

シンガポール

@　　521．9

@　　8．3％

シンガポール

@　1063．5

@　　9．4％

シンガポール

@　1008，7

@　　11．0％

スイス

P887，5

@11．1％

台湾

P345，1

P1．7％

シンガポール

@　　968．1

@　　7．4％

シンガポール

@　　902．4

@　　7珊

　5位

且相z

Vェア

シンガポール

@　　419．6

@　　8．6％

香港

R52．1

S．1％

韓国

U50．4

R．7％

インドネシア

@　1242．9

@　　7．3％

’オランダ

@　1818，7

@　10，2％

イシドネシア

@　245．1

@　　3．9％

香港

W73．9

V．7％

韓国

U04．4

U．6％

台湾

ﾅ5．7

S．5％

シ：’ガボール

@　1281，4

@　　11．2％

イギリス

@　479．4

@　3．7％

オランダ

@　772．3

@　6．3％

単位＝百万リンギ

直接投資＝出資資本十ローン

MlDA資料より作成
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　しかし，通貨危機のあった97年からは3年連続でアメリカがドッブにたち，

特に98年は金額でも，シェアでも一国の投資としては過去最高の64億3千3百

万リンギ（シェア49．2％）を言己録している。その問，通貨危機の影響もあり，

アジア勢のプレゼンスは相対的に低下傾向にある。日本のシェアは98年に初め

て15％を下回り，99年には8．9％まで落ち込んでいる。日本及びNIE・の投資ラッ

シュはひとまず落ち着き，投資の主役は欧米に移るかにみえるが，NIE。や

ASEAN諸国は通貨危機後の不況から脱しつつあるので，再びアジア勢の投資

が増勢に転ずる可能性もある。しかし，今後は大企業でなく，中小企業中心の，

また，新規設立でなく，追加・拡張型の投資が続くと考えられる。

　投資件数は，合弁案件の場合に複数国でカウントされてしまうため，単純な

数字の比較はできないが，そのことを考慮に入れても，アジア勢と欧米との間

にははっきりとした違いがある。たとえば99年ではアメリカの投資件数は36件

であるが，投資額は5ユ億5千8百万リンギであるのに対し，日本は110件で10

億6百リンギ，シンガポールは129件で，9億2百万リンギである。ダブルカ

ウントゆえに正確ではないが，単純に投資額を件数で割れば，1件あたりの投

資額では欧米勢が圧倒的に多い。直接投資の典型的な産業であるエレクトロニ

クス産業では，日本のセットメーカーの進出は90年代初めにほぼ完了したと言

われる。別。その後はセットメーカーの要請，マレーシア側の要請，そして自ら

の生き残りをかけてサプライヤーが後追い進出をしているため，それが，日本

及び，NIE・の件数の多さに現れている。件数と投資額の関係をみると，一般

に一件当たりの投資額の大きさでは，欧米系，日系，NIE・系の順である。

図2　全製造業とエレクトロニクスの直接投資

20，OOO

15，OOO

叶
。、

）　10，000R
何

十全製造業
ｻ一・エレクトロニクス

5，O00

　　　　　　八　　　μ戸　㌧
O

　　　　　86878889909192939495969798
　　　　　　　　　　　　年
単位　百万リンギ　　直接投資＝出資資本十ローン　　MlDA資料より作成
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　産業別では，エレクトロニクスが常に上位を占めてきた。本格的な外資流入

が始まった88年から98年までの11年間で，件数では全てトップ，金額でも七度

トップである。全製造業に対するシェアは86年の5．8％から87年には36％とな

り，その後90年までは30％，24％，21％と高いシェアを維持したが，91年，92

年は／6％，5．4％と低迷し，エレクトロニクスの不振がそのまま全製造業投資

の低迷に結びついている。その後は再び高いシェアで推移し，96年には過去最

高の54％を占めている。その他の業種では石油精製，基礎金属加工製品，科学

が比較的高いシェアを持っている。ただし，石油関連のプロジェクトは大型の

ものが多いため，大型案件があればいきなりトップに踊り出る（92年，97年）

が，プロジェクトがないと下位に低迷したり，93年のようにOの年もあり，ば

らつきがある。80年代後半に比較的高いシェアを占めていた食品や，繊維，ゴ

ム製品は94年の繊維が二位を記録した以外は振るわない。エレクトロニクス産

業はマレーシア最大の製造業であり，累言十金額でも圧倒的なシェアをもち，輸

出工業化における最も重要な産業であったといえよう。

　マレーシアエレクトロニクス産業における最大の投資国は日本である。先述

したように，全製造業レベルでもマレーシア投資への最大のプレゼンスを誇る

国は日本であったが，エレクトロニクスヘの投資に占める比率はさらに高い。

全製造業では日本のシェアは最大でも89年の30％であったが，エレクトロニク

スに限定すれば90年から93年までは40％～49％，95年にいったん落ち込んだも

のの99年には43％を占めている。また，全製造業への直接投資額に占める割合

を見ても，日本のエレクトロニクス投資は，90年に10％，93年に13％，96年に

は14％といずれも二桁の数字を言己録している。全製造業投資に対して，一国の

一特定産業の直接投資が一割を超える高水準のシェアを占めている。

　これまで，受入国側から全製造業における外資のプレゼンスの大きさ，とり

わけ日本のプレゼンスの大きさ，また最大の産業であるエレクトロニクス産業

における日本のプレゼンスの大きさを確認したが，一方，視点を変え，投資国

である日本から見て，日本の対マレーシアエレクトロニクス投資は，製造業に

おけるマレーシア投資のうちのどれぐらいを占めているのだろうか。MIDA統

計では94年，96年が一番高く，全製造業投資の51％をエレクトロニクスが占め

ている。92年，95年の10％台を除けば，概ね25％～45％で推移している。

MIDA統書十は投資奨励産業以外は投資を正確に把握していないため，エレクト
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ロニクスの数値は過大評価であるという指摘もあるが，投資をする側の日本の

大蔵省届出統計で計算しても概ね20％～45％であり，89年には58％を言己録し，

90年代の平均ではMIDAが35％，大蔵省が34％と大きな差は見られない。この

ことからマレーシアヘの日本の投資の約3分の1がエレクトロニクス関連であ

るといえる。

　また，日本の世界に対する全製造業投資におけるマレーシアのシェアは円へ一

スでは90年の6．7％，ドルベースでは93年の6．2％が高水準なものの，軒並み2

～5％台を占めるに過ぎない。全産業べ一スでみるとさらにシェアは下がり，

わずか1，2％の投資額がマレーシアに投下されたにすぎないことになる。日

本から見れば僅かなその1，2％の資本がマレーシアにとっては巨額な設備投

資であり，エレクトロニクスを中心とする工業化を演出していたことになる。

4．輸出工業化の進展とその問題点

　4．1　変わる産業構造一輸出工業化の進展

　85年に初めてマイナスを記録したGDP成長率は，外資が急流入した88年か

ら急回復し，成長率は軒並み7～9％台を言己録しているn出。絶対額では，79年

の210億ドルから89年の380億ドル，そして99年の790億ドルを記録している帖j。

この間，輸出構造は劇的に変化し，1960年当時輸出の80％のシェアを占めてい

た5大一次産品（ゴム，石油，パームオイル，木材，錫）は下降の一途をたど

り，投資ラッシュの前の85年の55％が，投資ラッシュ後の96年には13％を占め

るに過ぎない。逆に製造品の比率は85年の33％から1996年には80％を超えおり，

その急速な工業化の進展ぶりがみてとれる。中でもエレクトロニクス関連の輸

出シェアは高く，96年で66％を記録している帖コ。輸出の対GDP比も上がってお

り，世銀によれば79年の55％から89年には71％，99年には12王％となっている。

　一方，輸出の増加と歩調を合わせるかのように輸入の増加も著しい。99年の

輸出額（f・．b．），輸入額（・．i．£）は，777億ドル，690億ドル（世銀推計）となっ

ており，89年の額のいずれも3倍強である。また，製造業，特に輸出志向のエ

レクトロニクス産業では，雇用創出効果が大きかったため，外資の進出により，

失業率は下がりっづけ，86年の8．3％から，93年には3．O％，94年からは2％台

という労働力不足経済へと移行した。また，1992年には製造業労働者が160万

人を超え，初めて農林水産業を上回り，以後は製造業がト＝ツブを堅持している。



工4 一橋研究　第25巻4号

このような産業の急激な構造変化は，80年代後半の外資，特に日本を中心とす

る輸出志向の多国籍企業によってもたらされているといってよい。

　これまで見てきたように，マレーシアの経済発展は外資への依存度がとても

強い。特に80年代後半以降の経済発展は，主に日系企業が演出していたと捉え

られる。たしかに外資は現地に雇用機会を作るし，現地に設備投資をすること

により資本形成にも貢献している。また，国内資本と違って，輸出競争力を持

つため，輸出による外貨の獲得にも貢献している。日本電子機械工業会（現電

子情報技術産業協会）のアンケート調査によれば，2000年6月に現在において，

エレクトロニクス産業における日系海外法人の雇用者数は，108万4千人であ

り，そのうち77％の83万7千人を，アジアで雇用し，そのうちマレーシアでは

17万3千人を雇用している㌔資本形成についてもマレーシアのケースで見た

とおり，設備投資に占める外資とりわけ日系企業の貢献は大きい。貿易に関’し

て，ASEANに進出した日系企業の輸出入は，企業内貿易もあって，正確なデー

タは存在しないが，外資の急流入により工業品の輸出増加が著しく，輸出への

貢献は明らかである。元々，円高と，貿易摩擦を回避するための迂回輸出が目

的でASEANに日系企業はなたれ込んだのである。その結果，消費財を中心にA

SEAN諸国は欧米（特に米）に対し大幅な貿易黒字を計上している。日本，NI

E。とのアメリカの貿易摩擦は，今やASEANとアメリカの貿易摩擦にすりかわっ

ている。日系企業のASEAN進出なしにはあり得なかった現象である。

　4．2　外資主導輸出工業化の問題点

　では，外資依存の輸出工業化では何が問題となるのだろうか。四つの主要な

問題を提起したいが，四者は単独の問題ではなく，お互いに密接な関係にある。

　4．2．1　途上国間の激烈な競争

　第一は，強力なライバルの存在である。マレーシアは，FTZ，LMWを中心

とした「輸出飛び地」（E．po士t　En．hv。）としての性格が強いため，外資がこの

地にいっまでもとどまっているとは考えにくい。すでにマレーシアより低廉な

労働力を抱える強力なライバル国の存在が，エレクトロニクス産業におけるマ

レーシアの地位を脅かしている。
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図3製造業における日本の直接投資
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　図3では，90，91年度ぐらいをピークに先発ASEANであるタイ，マレーシ

アヘの日本からの投資が減り始めるが，対照的にインドネシア，中国が伸び，

92年度には両国の投資額はタイ，マレーシアを抜いている。その後，タイは復

調するものの，マレーシアは横ばいか，やや低下傾向にあり，インドネシア，

中国のそれを大きく下回ってる。ベトナムも小額ではあるが94年度から上昇し，

投資先として一目置かれる存在になりつつある。この間のエレクトロニクス産

業における投資額が，図4である。全製造業と似たような推移となっているが，
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インドネシアの相対的地位は全製造業に比べるとやや低く，マレーシアを上回っ

たのは95年度のみである。インドネーシアと反対に，フィリピンのポジションは

全製造業レベルによりエレクトロニクスにおいて高く，95年度からはマレーシ

アの額を上回る傾向を見せている。中国の受け入れ額の伸びは凄ましく，今や

途上国への製造業，エレクトロニクスにおける最大の投資先となっている。対

照的にマレーシアは投資先としてのポジションを相対的に低下させている。

　この間の日本の民生電子製品の輸入にっいてみてみよう。これらの製品は

NIE。を除げば，主に日系企業の現地法入からの逆輸入と考えられる。90年代

前半のNIE。から，マレーシア，そして中国，後発ASEAN諸国へと生産拠点の

シフトが見てとれる。表以外の製品ではカーステレオはフィリピンが1位，ラ

ジオは中国が1位である。マレーシアは，テレビ，ビデオにおいてトップだが，

中国の追い上げにあっており，ローエンド機から高付加価値型製品へのシフト

が急務となっている。

表3　民生用電子機器の輸入先変遷

カラーη！

1992 1996 1998
1 韓国 989 マレーシア 2406 マレーシア 2479
2 マレーシァ 385 タイ 1586 中国 1506
3 台湾 341 中国 1085 タイ 1279

VTR
1991 1996 1998

1 土国 266 マレーシア 2242 マレーシア 1962
2 マレーシァ 35 中国 794 中国 1078
3 台湾 14 インドネシァ 685 インドネシ 825

テーブレコーダ
1991 1996 1998

1 マレーシァ 5875 中国 8136 中国 7642
2 中国 4690 マレーシア 3478 マレーシア 2940
3 シンガポ 1979 シンガポ 1405 シンガポ 805

…F一ステレオ
1991 1996 1997

1 台湾 2112 中国 7364 中国 5298
2 韓国 1052 マレーシア 1999 マレーンア 1815
3 マレーシァ 587 韓国 1156 インドネシ 1433

単位千台
通産省編r電手工業年鑑」95．2000より作成
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　日本輸出入銀行（現国際協力銀行）が97年度に行ったアンケート調査では，

長期的（10年程度）に有望な投資先国としてマレーシアは9番目であり，269

社中25社しか選んでいない。上位には中国，ベトナム，インドネシア，タイ，

インドなど他のアジア勢がランクされている。副。もっとも，シンガポールを含

めたASEAN内では日系セットメーカ一を中心に複雑な生産ネットワークが構

築されており，集積効果がある岨コため，そう急・には外資が撤退することはない

が，すでに民生用電子における低技術・労働集約製品は主に中国へとその生産

立地を移しつつある。

　4．2．2　労働力不足，技術者不足

　第二は労働力不足である。日系電子企業の雇用への貢献は先述したが，逆に，

マレーシアでは，失業率が2％台になり，労働力不足が深安1」となってしまっ㍍

日系企業の雪崩のような進出ラッシュによって，失業率の高さに悩まされてい

たマレーシアは一転して労働力不足に陥った。政府はインドネシアやフィリピ

ンから大量にマレーシアに労働者を流入させたがそれも限界にきてい孔また，

これら外国人の犯罪率は高く，社会不安を引き起こしてい乱何より問題なの

は，労働力不足が労賃の急激な上昇をもたらすことだ。低廉な労働力が輸出競

争力の源泉であるはずのこの国において，労賃の急激な上昇は輸出競争力を削

ぐ結果になってしまう。このような状況から，マレーシアの電子産業において

は，DVDプレイヤーのような高付加価値製品へと生産のシフトが急務となる

が，そこで，また新たな問題が出てきている。今度は専門的知識と技術を身に

つけた労働者の不足である。あまりにも急激に生産品目のソフトが起こったた

め，労働者の技術習得が間に合わないのである。労働者のレベルと製品のレベ

ルの差は技術移転をますます困難にしている。また，マレーシアにおいては，

ジョブホッピングが多く，技術者が長く同じ職場に留まらないことも技術移転

が進まない原因になっている。こうした人材不足も深安1」な問題となりつつある。

　4．2．3　サポーティング・インダストリーの欠如

　そして第三は，もっとも切実な問題である。それは，サポーティング・イン

ダストリーの欠如である。何をもって技術移転と見なすのかは難しい問題であ

るが，外資が製造した部品を現地調達（ただし，地場企業による）に置き換え
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でいくのは，一般に技術移転の証左である。通産省は部品の現地調達比率の上

昇を指摘するが，外資の下請けをしていたサプライヤーが後追い進出したにす

ぎず，地場系企業からの調達比率の上昇とは区別しなければならない。また，

日系企業のセットメーカーは日本のみならず，NIE・，特に台湾の中小企業の

進出に補完されながらASEAN内（シンガポールを含む）での部品調達率を上

げてい孔しかし，ME・の中小企業は3次，4次といったセットメーカーを

頂点とするピラミッドの底辺に近い部品を生産するため，地場系企業の生産を

代替してしまう面も指摘されている個皿。日本電子工業会，マーケティング研究

会［1995コによれば，マレーシアの地場系企業の電子部品生産シェアはスピーカー，

可変抵抗器，固定抵抗器，コネクタ，トランスといった電子部品のほとんどに

おいて軒並10％以下であり，高い部品でも25％を超えていない。これに対し，

極東NIE・（台湾・韓国）は多くの部品で30％から100％を生産しており，マレー

シアとの違いを浮き彫りにしている。現状においては，技術移転の拡散効果

（スピルオーバー効果）は，マレーシアにおいてはほとんどないといっても過

言ではない。マレーシアの電子産業は極めて外資依存度が強く，ほとんど外資

まかせの状況であるといえる。サポーティング・インダストリーの育成は切実

な問題である岨山。

　中小企業育成政策は重要な課題であり，様々な試みがなされている。例えば，

ヴェンダー育成プログラム（V．nd。。D．v。ユ。pm．nt　P．og。。m：VDP）は，中小企

業育成の中心的プログラムであるが，政府，外資，民間金融機関による三者協

定方式で，積極的に下請け企業を選定・支援していく役割を果たし，中小企業

と大企業・外資問の連帯強化を図っている。しかし，多くの中小企業育成政策

は有効とは言えず，中小企業に認知さえされていないものも多いのが実情だ。

　4．2．4　外資主導工業化の特異な貿易構造

　サポーティング・インダストリーの欠如ゆえ，マレーシアは，資本財・中間

財の多くを日本からの輸入にたよらなければならない。96年では，マレーシア

の輸入に占める，資本財の割合は40％で，中間財の占める割合が45％であり，

両者を合わせると実に85％を占める。このことが恒常的な対日赤字を生み出し

ていることはよく指摘されてい孔これは，特に資本財の輸入において，NIE・

にも共通した問題である。マレーシアでは，消費財の輸出が増えると主に日本
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からの資本財・中問財輸入も増えるという構造をもつ経済を，High　E。。h㎜g．

E・onomyと呼んでい乱この問題に加え，中国が欧米への消費財輸出のライバ

ルとして出現したために，ASEAN及びNエE。の国際貿易収支は悪化し，東下シ

ア諸国に対する信用を失墜させ，それが通貨危機の一因となったとする指摘も

ある。また，自国通貨の切り下げ後に輸出攻勢をかけられなかったのも，上述

のような構造的問題があったからである。

5．おわりに

　これまで先発ASEAN4のマレーシアの輸出工業化を考察したが，マレーシ

アの経済発展は外資への依存度が極めて強く，サポーティング・インダストリー

の欠如という大きな問題を抱えており，それは，韓国・台湾の工業化とは異質

な様相を呈している。一般に輸出工業化のメリットとは，海外市場の拡大もあ

るが，国際競争力をつけるための絶え間ない技術革新にあるといえる。しかし，

マレーシアにおいては，技術革新を続けるのは地場企業でなく，外資であると

いう点で，財閥や中小企業が工業化の主な担い手である韓国，台湾とは決定的

に違う。よって，工業化の「雁行形態」的伝播が東アジアで一般的になりっっ

あるとする見解には必ずしも賛同できない。そもそも赤松要氏によって提唱さ

れたオリジナルの「雁行形態論」では，輸入一生産一輸出が一定のタイムラグ

を伴って継起するというのが「基本形態」であり醐，輸入代替生産から輸出競

争力を得るまでに成長するのはもちろん他でもない自国資本である。ととろが，

現在の東アジア諸国では，外資による生産がすぐに始まって，そしてすぐに輸

出が始まるいわば「圧縮された工業化」である。しかも，マレーシアの場合，

低次の財から高次の財へのシフトというより，一次産品から，いきなり高次財

のエレクトロニクス産業にホップしてしまった感がある。よって，工業発展の

伝播というよりは，外資による「借地産業」（T・mnt　Indu・t・y）的な性格が強

いように思われる。もちろん本稿では，マレーシアしか扱っていないため結論

を出すことは早計だが，少なくと第三列目の「雁」であるマレーシアを見るか

ぎり，工業発展のr雁行形態的」伝播とみなし，r輸出工業化」という言葉で

NIE。と同質化するのは難しいといわねばならない。「輸出工業化」といっても

その内実は日本やNIE。と比べて大きく異なることを考慮しなければならない。

　ともあれ，マレーシアが先進国多国籍企業の生産のグローバルネットワーク
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の中に組み込まれたのは事実である。しかし，それは，日本及びNIE・の製造

業が，コスト高で国内生産できなくなり，輸出競争力を手にするために生産立

地としてASEANを選んだという，きわめて外部的要因によってもたらされた

ものであり，他律的な発展であるといえよう。そしてその外資依存の経済発展

は，現在，前述したような諸問題を浮かび上がらせている。これらの諸問題に

対し，当事国及び諸国際機関がどのように対処していくのか，今後の動向に注

目したい。

（注）

ω　小島清氏〔1998〕は、この間の東アジア経済の失速は，金融セクターによって引き

　起こされたものであり，東アジアの工業化の問題点が噴出したものではないと見てい

　る。一方で，輸出すればするほど，資本財，中間財の輸入が増えるという貿易構造が，

　国際収支の悪化を招き，それが東アジア諸国の信頼を失わせたことが通貨危機の一つ

　の原因であるという指摘も多く聞かれた。しかし，こうした論調は東アジア諸国が再

　び成長軌道に乗りはじめるにつれトーンダウンしている感がある。

②　「雁行形態」とは，雁が隊列を作って飛んでいくのを形（逆V字）であり，「雁行形

　態的」伝播というとき，通常二つの使い方があ乱一つは上言己のような，国を雁に見

　立てたものであり，その場合は，先頭の雁が日本であり，二番目の隊列がNIE。であり，

　三番目の隊列がASEAN・・と続く工業化の伝播を指してい私もう一つは，消費財か

　ら生産財（資本財）というように低次の財から高次財へと輸入一生産一輸出（それぞ

　れが逆V字）の一連の流れが途上国に伝播していくことを指している。後者を小島氏

　はr生産の多様化」と呼んでいる。

（3）バスク・ポンパイチッド〔！99ユ〕p．300

14〕吉村［ユ998］p，59．

15）しかし，NEpによる人種別出資比率はそのまま外資系企業に適用されたわけではな

　い。輸出志向の企業には100％出資による子会社設立を認めるなど弾力的であった。

㈹　関［ユ992］p．155。

（7）モハメド・アリフ［ユ993］pp．16－17o

（8）東洋経済新報社「海外進出企業総覧1990年』においては，85年以前に100％出資で設

　立した日系企業は25社確認され乱

19）以上，プラザ合意前のマレーシアの外資政策に関しては，バスク・ポンパイチッド
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　［ユ99王］，Auen［ユ973］，Cbo巳［ユ989］，モハメド・アリフ［ユ993コ，原田［ユ999］，山澤

　［ユ993］を主に参照。

（1O）　モハメド・ア■」フ［ユ993］p．16。

ω　以上，外資政策の転換とその背景に関しては，バスク［ユ99エコ，モハメド・アリフ

　［1993］，青木［1998］，C㎞u［1999コを主に参照。

l／2〕しかし，その後は北米が持ち直し，96，97年度と80億ドル台に乗せ，シェアにおい

　ても再びアジアを越えて，両年とも43％を記録してい飢

1／3〕石高［2000］p．u6。

ω　　IMF　［1999］Intemationai　FinmcωStatisti⊂s　Yo趾book　pp．ユ60－16ユ

05）Th．Wodd　B舳k　G．o．p　h亡亡p＝〃w帆wwo．ldb日nd．o．g／。99年値は暫定値。以下同様。

○団　青木［ユ998］pp．44－47。

（17）日本電子機械工業会「2000海外法人リスト」p．。。

08）日本輸出入銀行［1998］「海外投資研究所報」第2捲・第1号・p．33，

119〕シンガポール，マレーシアのジョホール州，インドネシアのバタム島の「成長のト

　ライアングル」が集積効果の代表例である。

竈⑰　一方で，低次のサプライヤーが地場系企業の部品生産に対する技術移転を進める役

　害1」を果たしているという指摘もある。

⑰1〕地場系企業の未成熟という問題は，投資ラッシュ前からマレーシアの課題であり，

　懸念であった。86年の工業基本計画（IMP）は，継続的な外資依存は，国内資本の工

　業基盤の開発を阻害すると危惧している。しかし，技術移転のボトルネックは，外資

　よりむしろマレーシア側の問題であるとして，技術移転の低さと独自の技術開発力の

　欠如，技師・専門家レベルの人材不足を指摘してい乱

吃2）赤松［1965］p．173。
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